
�

わ
た
り
健
全
財
政
を
堅
持
す
る

よ
う
努
め
て
い
き
ま
す
。

●
歳
出
に
つ
い
て

　

新
年
度
予
算
の
特
徴
で
あ
る

「
６
つ
の
主
要
施
策
」
の
主
な

内
容
を
５
ペ
ー
ジ
で
説
明
し
ま

す
。

　

特
別
会
計
全
体
で
は
、
3.9
％

減
の
２
２
９
億
３
，
４
３
３
万

２
千
円
で
、
主
な
増
減
要
因
は

次
の
と
お
り
で
す
。

●
国
民
健
康
保
険

　

前
年
度
比
0.6
％
減
の
１
１
９

億
７
，
９
１
２
万
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
、
平
成
20
年

度
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

が
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、

　

平
成
21
年
度
予
算
は
、
国
の

政
策
と
一
体
と
な
っ
て
地
域
活

性
化
や
雇
用
対
策
、
市
民
生
活

対
策
に
万
全
を
期
し
て
積
極
的

に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
事
務

事
業
の
厳
選
に
よ
る
歳
出
予
算

の
構
築
と
財
源
の
積
極
的
な
確

保
に
努
め
、
中
長
期
的
な
健
全

財
政
の
堅
持
を
基
本
と
し
て
、

地
域
活
性
化
と
財
政
健
全
化
の

両
立
が
図
ら
れ
る
よ
う
編
成
し

ま
し
た
。

新
年
度
予
算
の
特
徴

　

基
本
方
針
と
し
て
、

①
「
地
域
の
底
力
」
が
発
揮
で

き
る
産
業
の
活
性
化
と
雇
用

対
策
の
推
進

②
市
民
が
安
全
・
安
心
に
暮
ら

せ
る
都
市
基
盤
や
教
育
環
境

の
整
備

③
行
財
政
改
革
の
断
行
に
よ
る

健
全
財
政
の
堅
持

の
３
つ
を
掲
げ
る
と
と
も
に
、

予
算
の
効
率
的
な
執
行
と
事
業

効
果
を
高
め
る
た
め
、

①
地
域
産
業
活
性
化
と
雇
用
対

策
の
推
進

②
安
全
・
安
心
な
暮
ら
し
の
あ

る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

③
自
然
や
環
境
を
大
切
に
す
る

ま
ち
づ
く
り
の
推
進

④
共
生
・
協
働
で
進
め
る
ま
ち

づ
く
り
の
推
進

⑤
少
子
高
齢
化
等
の
対
策
の
推

進
⑥
市
政
改
革
の
推
進

の
６
つ
の
主
要
施
策
を
中
核
に

し
て
、
本
市
が
持
続
的
に
力
強

く
発
展
で
き
る
強
固
な
基
盤
づ

く
り
に
取
り
組
み
ま
す
。

●
歳
入
に
つ
い
て

　

現
在
の
厳
し
い
雇
用
情
勢
に

対
応
す
る
た
め
の
地
域
雇
用
創

出
推
進
費
が
創
設
さ
れ
る
こ
と

に
よ
り
、
地
方
交
付
税
は
7.3
％

の
増
が
見
込
ま
れ
る
一
方
、
景

気
低
迷
な
ど
で
税
収
は
5.5
％
の

減
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
歳
入

に
占
め
る
一
般
財
源
の
比
率
は

前
年
度
の
72
・
５
％
か
ら
71
・

２
％
に
減
少
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
市
債
残
高
に
つ
い
て

は
、
財
政
改
革
の
実
施
に
よ
り

約
15
億
円
減
少
し
、
３
年
連
続

で
改
善
し
ま
し
た
。
な
お
、
市

債
残
高
は
４
３
１
億
２
千
万
円

程
度
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、

そ
の
５
割
程
度
は
、
返
済
時
に

財
源
措
置
の
あ
る
有
利
な
も
の

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
も
市
債
発
行
を
抑
制
す

る
と
と
も
に
、
発
行
す
る
場
合

に
お
い
て
は
財
源
措
置
の
あ
る

有
利
な
も
の
を
選
び
、
将
来
に

老
人
保
健
へ
の
拠
出
金
が
減
と

な
る
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

●
老
人
保
健

　

前
年
度
比
92
・
５
％
減
の

８
，
３
４
０
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
平
成
20
年
度

か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が

施
行
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
医

療
給
付
費
が
大
幅
に
減
と
な
る

こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

●
後
期
高
齢
者
医
療

　

前
年
度
比
3.7
％
減
の
９
億
６
，

４
０
０
万
４
千
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
平
成
20
年
度

か
ら
の
保
険
料
軽
減
措
置
が
平

成
21
年
度
も
継
続
さ
れ
る
こ
と

に
よ
り
、
広
域
連
合
へ
の
納
付

金
が
減
と
な
る
こ
と
が
主
な
要

因
で
す
。

●
介
護
保
険
事
業

　

前
年
度
比
8.6
％
増
の

80
億
７
，
８
２
１
万
２
千
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
介

護
報
酬
が
３
％
増
と
な
る
こ
と

に
よ
り
、
保
険
給
付
費
が
大
幅

に
増
と
な
る
こ
と
が
主
な
要
因

で
す
。

●
公
共
下
水
道
事
業

　

前
年
度
比
20
・
２
％
減
の

17
億
２
，
６
７
２
万
９
千
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
公

共
下
水
道
事
業
の
適
正
な
運
営

を
図
る
た
め
事
業
の
見
直
し
を

行
い
、
下
水
道
整
備
費
が
減
と

な
る
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

●
水
道
事
業

　

水
道
事
業
会
計
予
算
は
、
収

入
源
と
支
出
用
途
の
性
格
に

よ
っ
て
、
収
益
的
収
支
と
資
本

的
収
支
に
分
か
れ
ま
す
。
収
益

的
収
支
は
水
道
事
業
の
経
営
活

動
に
、
資
本
的
収
支
は
水
道
施

設
の
整
備
事
業
に
充
て
ら
れ
ま

す
。

区　　分 予　算　額 前年度
比　較

一 般 会 計 38,212,000 千円 3.6％

特

別

会

計

国民健康
保険事業 11,979,120 千円 △ 0.6％

老人保健 83,400 千円 △ 92.5％

後期高齢者
医療 964,004 千円 △ 3.7％

介護保険
事業 8,078,212 千円 8.6％

公共下水道
事業 1,726,729 千円 △ 20.2％

下水道 40,917 千円 △ 0.2％

輝北簡易
水道事業 59,813 千円 △ 12.2％

立小野簡易
水道事業 2,137 千円 13.8％

小計 22,934,332 千円 △ 3.9％

合計 61,146,332 千円 0.6％

■会計別予算額の内訳

予
算
編
成
に
当
た
っ
て

特
別
会
計
・

　
　

公
営
企
業
会
計

区　分 予　算　額

収益的収入 1,635,988 千円

収益的支出 1,463,423 千円

資本的収入 3,420 千円

資本的支出 799,665 千円

■水道事業


